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この後，第2草案は，連邦参議院Bundesratにおける審議の後，帝国政府
により第3草案としてまとめられ，いわゆる帝国司法庁覚書Denkschriftを
付して帝国議会Reichstagに提出された。帝国議会では，第 1読会の後に，
これを第 12委員会において 21人のメンバーで審議をし，第2読会，第3読
会主?経て最終的に可決することになる。以下ではこの経過を簡潔に追ってい
くことにしよう 1)。
1 連邦参議院における審議
第 2草案(厳密にいえば，第2草案そのものではなし第2委員会終了後にいくつか
の改訂を経た事案)の連邦参議院における審議では，各ラントから様々な改正
案が提出されたが，本稿で検討する部分については，特に認められた提案は
なく，実質的には変更なしで第 3草案となったように思われる。そこで，こ
こではこの点の検討を省略し，直ちに第 3草案の検討に移りたい。
2 第3草案の内容2)
全体として第2草案と内容は変わらないといってよい。
まず，血族相続については，パνンテーノレ制に基づいて第1)1握位から第 4
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順位の者が相続人となる。この点は第2草案とまったく同様であるので，特
に説明を要しないと思われる(第3草案 1900条ないし 1904条)。さらにそれ以
上の鼠族については，被相続人の尊属のみが法定相続人となりうる(第3草
案1905条)。このような制限が，第2委員会で認められた点は，以前に検詰
したとおりである九
配偶者相続権については，前項で検討したとおり第 l草案と特に変更はな
く(第3草案 1907条)，先攻分も認められている(第3草案1908条)。
最後に，遺留分であるが，これも第 l草案から変更なし被相続人の卑属，
両灘および配偶者に，法定相続分の半分について認められている(第3業築
2276条)。
3 帝国司法庁覚書Denkschri在の検討
この帝国可法庁覚書は，基本的lこは条文の大まかな説明であり，理白書で
はないため，あまりここで詳細に検討すべきものではないようである。ここ
では，ごく簡単に触れるにとどめたい。
まず，血族の法定相続については，それが多くのドイツ法に合致すること
を指摘したうえで，親等の近さに応じて順位がつけられていることが述べら
れている 4)。
次に配偶者相続権については，記偶者に用益権で、はなく相続分を与えるこ
とが， ドイツ法では多数を占めていると指摘したうえで，草案は相続される
婚姻であっても，相続されない婚姻であってもいずれの場合にも相続権を
えることにした， としている。その理由は， ["この相続権が，婚姻により創
設された親密な生活共同体に合致し，草案の立場からも特別の正当化を見い
だすことができる，つまり法定夫婦財産制である管理共同制それ自体が婚姻
を超える余後効な持たないという点であるj とされている5)。ここで述べら
れているのは，まず始めに婚姻が緊密な生活共同体であるという理由であ
る。このような説明の仕方は，プランクの家族法部分草案における説明，あ
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るいは向じプランクの第 l委員会における配偶者相続権の主張などにみられ
るが，それと同内容であろうと推測できょう。
さらに帝国司法庁覚書は法定夫婦財産制である管理共同制が，基本的には
別産制であり，財産共通鰐とは異なって，婚姻解消後には夫婦の財産をそれ
ぞれに帰属させるだけで，それ以上の効果念持たない点をあげている。この
理由は一見すると理由になっていないようにもみえる。しかしここでの主張
は，そのように婚姻解消後に何らの効果も持たない管理共同制な採用した以
上，婚嫡解消の一場面である一方配偶者の死亡の際には，生存配偶者に相続
権を与えることで夫婦財産制には欠けている余後効を規定して補充すべきで
あるという立場が表明されていると理解することができる。ではなぜ余後効
が必要なのか， という疑問がすくeに浮かぶが，帝国司法庁覚書は当然のこと
と考えているからであろうか，その点については沈黙している。
最後に，遺留分については，親子の緊密な関係が遺留分合正当化すると
し， さらには配偶者相続権を認めたことが配偶者の遺留分を正当fちするとし
ている叱法定棺続分の半分という都合については，簡明性とすべての関係
者の利益を向じように考慮した結果であるとする 7)。
4 第 12委員会での審議
以上のような帝国司法庁覚書の付された第3草案が，帝国議会Reichstag
において審議されることとなった。その帝国議会では，第 l読会の後にこれ
を第 12委員会に審議をさせた。結論からいえば， この委員会では，少なく
とも本稿に関わる部分については基本的に大きな変更はなされなかったと
いってよい。そこで，ここではいくつかの変更点と議論を紹介するにとどめ
7こい。
(1) 血族相続の範囲
この点、については， 1896年5月四日に始めて議論がなされた。
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血族栢続の範囲については，第 1草案においては無制眠とし，それを第2
草案で制限することにしたのであるが，これが委員会で、開題となった。すな
わち，これをより髄限しようとする提案と，反対に再び第 l草案の立場に戻
して， これを無髄摂とする提案がされた。
より制限する提案の理由は， もはや第5パレンテーノレ以降の者が相続する
ような場合はほとんど聞いたことがない， というものであった。さらに議論
の中では，相続権を扶養請求権よりも拡大すべきではないという根拠も主張
された。
他方で，制限をなくす提案は，問題は法定相続人の範囲の実際的な意義で
はなく，大部分のラントの法において無制隈の血族相続が認められている点
が非常に重要だと主張して以下のようにいう，たしかに，速く離れた血族関
に家族所属意識はないのであるが，決定的なのは血の繋がりである。しか
し，ある家族に集められた財産は，祖先の労働を含んでいる財産である。し
たがってその財産に関しては家族全体が権利を有する。制限を設けようとす
ることはそもそも推定される被相続人の意思に反している， し
これらの提案に対しでは， このような両極端な提案が出ること自体，草案
が中庸であることを示している， という草案維持の立場も主張された。
それぞれの立場から意見が出され，多様な見解が議論されたが，結局のと
ころ 11対8で，血族相続を無制限とする提案が可決された。この結巣，
ギーノレケによって不十分ながらも評価されていた法定相続人たる血族相続人
の範囲の制限が，結局元に戻ってしまったことになる。なお，この日にすべ
ての結論は出ず，一部は後の審議まで留保されることとなった8)。
次のこの問題が審議されたのは， 1896年 6丹10日である。しかし， この
日はほとんど議論なし先の無制限にする結論が維持されたの。
(2) 配偶者相続権
次に議論がされたのは，配偶者相続擦についてである。
ここでは 3つの案が提出された。第 1の案はパクリ Pauli委員の提出した
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もので，配偶者とともに相続人となる相続人の範囲を第4パレンテールまで
拡大し，生存配偶者が第 1および第2パレンテ-)!/の血族とともに相続する
場合にはその血族と同じ相続分を， そして第3および第4パレンテーノレの血
族とともに相続する場合には遺産の半分を相続するという案である。
第2の案はフライヘノレ・フォン・シュテュムーハノレベノレク Freiherrvon 
Stumm山Halberg委員の提出したもので，配偶者とともに相続人となる相続
人の範囲はパワリ案と閉じであるが，その相続分は，生草子配偶者が第1およ
び第2パVンテーノレの血族とともに相続する場合には遺産の 4分の lを相続
し，第3および第4パνンテーノレの血族とともに相続する場合にはパワリ案
向様に遺産の半分を相続するという案である。
パクリは以下のように主張して自己の案を正当化した。すなわち，草案の
立場は死亡した配偶者の遺産が，不適当に大きな都合で他人の家族にいって
しまう可能性がある。そのため，生存配偶者に被栢続人の財産に対する用益
権を与えることが望ましい， しかしそれには後の清算というやっかいな開題
がある。そのため，生存配偶者に一定の相続分を与えることが絶対に必要で、
ある。したがって，家族財産の維持と生存配偶者に大きな損失を与えないこ
とを模索すべきである， しこのように，パワリとしては，本音としては生
序配偶者に用益権を与えるのが望ましいが，欠点もあるために妥協としてこ
のように生存配偶者の相続権を基本的に少なくする方向で考え，さらには血
族相続人の範囲を拡大するという案になったと理解することができょう。こ
こで，注意すべきは，生存配偶者に用益権を与えるという立場が，生率配偶
者の生活を維持するという点についてはまったく触れることなしこれも従
来主張されてきた根拠ではあるが，遺産が他人の家族にいくことを紡ぐ， と
いう根拠から説明されていることである。このように，パワリには，生存配
偶者の生活な保護するという視点が，あまり重要なものとして意識されてい
ないことが理解できょう。
それに対して原案維持派の政府委員ベノレナ-Bornerは，当時の現行法が
一定の原則をうち立てるほどに一致していない点を指摘した。さらに，パワ
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リによる提案がラントの法の最小娘に後退するわけでもなく，民族に支配的
な見解である被柏続人の推定される意思に合致するわけでもない， と主張し
た。さらに彼はいう，一殻には生率した配偶者が社会的に婚嬬時に比較して
悲惨な状況にならない点、と，残された財産が多くの場合には配調者の共間の
労働および節約の成果である点、から出発しなければならない， と。この見解
の前半部分は， これまで何人かの論者から指摘されていた点、であって，日新
しいものではない。しかしながら，上述のように，この根拠は用益権を主張
する立場が従来強調してきた根拠であり，パクリに対する反論の根拠として
説得力あるものであったのかは少々疑問が残るところである。一方，後半部
分は今までの検需の中には一度も出てこなかった新たな立場である。すなわ
ち，婚姻解消持の夫婦財産が夫婦の共働により形成されたものであるという
理解である。このような理解は，今日では特に珍しい見解ではないが，これ
までの議論において登場してこなかった根拠であり，当時の状況からして，
あまり多くの論者に意識されていない根拠であろうかと思われる。このよう
な根拠がこの当時においてどれほどの説得力を持つものであったかについて
はそれ自体問題ではあろうかと思われるが，この点の検討はさておき，まず
このような理解が示された点、を指摘しておきたい。
ベノレナーはさらにいう，パワリによる提案は，配偶者の相続権のみなら
ず，財産共通制の制度lこも，さらにはドイツ民族のこの点に関する法慣習に
も反するものである。提案は夫婦の財産に非常に大きな差があることを考慮
しているが，それは普通の状況ではない。圧倒的多数の場合には，婚姻して
いる雨記偶者の経済的状況は間じであり，その死の際の遺産には同じものが
存在し，大部分が再配偶者の共同体的共働の成果なのである，しここでの
ベノレナーの主張は少々わかりにくいが，言いかえれば，パクリは，夫婦の財
産状洗について，夫が多くの財ー産を所有し，妻がほとんど財産を所有してい
ない状況を念頭においているが，それは特別な場合であり，多くの場合は犬
と妻が同じくらいの財産を所有し，それが夫婦財産を構成しているのだ， と
主張している。それが真実を言い当てているのかについては，筆者には判断
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の材料がないが， ともあれ，上述の根拠と同様に，夫婦財産に関する現在の
議論をみる思いである。そのような前提に立つベノレナーにすれば，生存配偶
者と被相続人の兄弟姉妹が同じ相続分を得るのは f問題の本質Naturder 
Sacheからして当然j ということになる。さらにベノレナーは，民族の見解
は，寡婦を可能なかぎり安心させることを?要求するという。すなわち第3お
よび第4パレンテーノレの者に遺産の半分を与えるのは，民族の法的感情に反
する， と主張するのである。ここでは， r民族の見解」というなんとでもい
えそうな基礎に基づく主張であるが，それを?ひとまず脇におけば， ここで主
張されているのは寡婦(ここでは明石察に妥を念頭においている点に注意すべきであろ
う)をその夫の死後にも，経済的に安定させるという点である。このような
主張に基づいて，生存配偶者とともに相続する血族相続人の範屈をケ拡大する
ことに反対したのである。
ここで，議論は急展開する。すなわち，グレーパー Grober委員から，こ
の問題を解決するために，その死亡あるいは再婚までの用益権がいいのでは
ないか， という議論が出されるのである。本稿で伺度も登場してきたいつも
の議論がここでも蒸し迭されることになる。グレーパー委員は，以下のよう
に主張して，用益権を根拠づけようとする。すなわち，生存配偶者に相続に
より財産の実体が分け与えられるやいなや，怒意に陥ることになろうちと。
結局はグレーパー委員も遺産が他人の家族にわたることを心自己していると理
解できるであろう。明確ではないものの， r悲意に陥る」とは，家族共間体
全員のために遺産が使用ないし処分されない， ということを意味すると理解
されるからである。ただ，グレーパ一委員も用益権の欠点を自覚しているよ
うで，用益権の主張を貫徹させようとしているようではない。彼がいうに
は， rいずれにせよこの場合草案の方が提案よりは好ましいjのである。
この，グレーバー委員の意見に反対して非常に精力的 したのが政府
委員のプランクである。先にみたように10)，プランクといえば，第 l委員
会主委員会において，生存配偶者に用益権を与えるという主張を強力に展開
した当の本人である。しかしながら，ここでは用益権の主張に反対して，草
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案の立場を擁護する議論を強力に麗関している。彼はいう，用益権と結びつ
いた欠点は， その利点そ大きく凌駕するだろう。生君子配偶者がすべての場合
に単なる用益権のみで満足しなければならないというのは，非常に不当でも
ある， と。プランクがこのような議論を展開するにいたった背景について
は， もはやそれを明らかにすることが不可能で、ある。第 l委員会主委員会に
おける議論に基づいて彼が見解を変化させたとも理解しうるし，あるいは政
府委員の立場にある者として，草案を擁護することな前提に議論に参加して
いるとも理解可能である。このどちらかなのか，あるいはその両方なのか，
はたまたそのどちらでもない他の理由があるのかについては，今日ではそれ
を解明することができない。ただ，プランクの主張を細かくみていくと，
「生存配偶者がすべての場合lこ単なる用益権のみで満足しなければならない
というのは非常に不当jであるという主張もしているが， これは第 1委員会
主委員会におけるプランクの主張の一部を構成していたことは事実である。
その意味で，プランクは表面的に理解されるほどには，その立場安変化させ
ていない， ということもできょう。ただし，第 1委員会主委員会において
は，それに続いて生幸子配偶者に用益権と相続分の双方を与えるべきだという
結論につながっていったのであるが，ここでは用益権を与えることが不当で
あるという結論に結びついているところが以前と異なるところである。この
ような結論の変化について，その根拠がいかなるものであったのかについて
は，謎として残ることになる。さて，プランクは以下のように続ける，すな
わち，そのような用益権そ規定しでも，多くの場合に遺言‘によりその用益権
を排除することによって，その用益権を実費的に排験するであろうし，さら
には生涯の用益権は相続される婚期の場合に非常な経済的な過酷をもたらす
可能性がある， というのも子の経済的自立が高齢になるまで妨げられること
になるからである， と。後者の議論はまさに従来なされてきた用益権の大き
な欠点の指摘であるが，前者は，そうではなく，現状の認識として，多くの
閤民が生存配偶者の用益権を支持しないであろうとの予測を述べている。こ
の部分は，第 1委員会主委員会においてまったく皮対のことを主張していた
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ことは，上述のとおりであり，プランクのこのような立場の変更は理解に苦
しむところである。さらに彼はこの関連で， iそれはまさしく経済的に公安
を害するように機能するかもしれないj とまで述べているのである。最後に
彼はいう，この草案の立場は，婚姻の本質に合致するものである， と。第 l
委員会主委員会においては，まったく同じ「婚姻の本質Jから用益権を与え
ることを主張していたにもかかわらず11)，である。
結局， 2人の提案は圧倒的多数により否決された12)。
この委員会の第2読会では， フライヘノレ・プオン・シュテュムー ハノレベノレク
委員により再び同じような提案がなされた。その内容は，配偶者とともに相
続人となる相続人の範囲は第 3パνンテールまでとし，その栢続分は，生存
配偶者が第 1パレンテー/レの血族とともに栢続する場合には遺産の 4分の l
を相続し，第2および第3パレンテーノレの血族とともに相続する場合には遺
産の半分を椙続するという案である。結局この案は祖父母の卑属にも配偶者
とともに相続分を認める提案であるといえよう。これに対し，政府委員の側
から，それが被相続人の推定される意思に合致するか疑わしいし，配偶者の
相続権をよりよくするという法発展の額向に反するものであると主張され
た。
結局この提案も否決されることとなった13)。以上のように，第3草案は
本稿での検討部分に関するかぎりは一切変更されることなく委員会で可決さ
れ，帝国議会の本会議で審議されることとなる。
5 帝国議会での審議
帝閣議会においては，本稿で検討している部分については， 1896年6月
27日に審議が行われた。とはいえ，議会においてはそれほど詳細な検討が
行われたわけではなし部分的に改正の提案が出され，それについて審議が
行われたにすぎない。
まず，法定棺続についていえば，血族相続については，実費的に伺の審議
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も行わず，そのまま承認された。
配偶者相続権については，再びフライヘノレ・フォン・シュテュムーハノレベノレ
ク議員とパワリ議員から，改正の提案が提出された。その内容は，先の委員
会の第2読会におけるフライヘノレ・フォン・シュテュムハノレベルクの提案と
全く同内容であった。すなわち，生存配偶者とともに第3パレンテーノレに属
する者すべてに相続権を与えその相続分を遺産の半分とする， というもので
ある。
これについてアライヘル・ブオン・シュテュムーハノレベノレク議員から提案理
由の説明がなされた。彼はいう，尊属の相続権というのは，尊属自身の請求
権でも，その利益のためのものでもなし¥すなわち，尊属はすでに年老いて
おりその相続権在自分自身のためにはほとんど使用することができない，む
しろ尊属の得た権利は，その卑属に継続するものである。この卑属が誼接権
利を行使するのか，あるいは尊属を媒介とするのかという問題は，完全に陪
ーのものである。たまたま祖父あるいは祖父母が8目前あるいは後に死亡し
たかによって，残りの相続人の相続権に決定的な影響な与えるというのは，
とてつもない不合理で、ある， と。ここでは，第3パレンテーノレのうち祖父母
だけに相続分を与えると，被相続人の死亡の後に祖父母が死亡した場合し
被相続人の死亡前に祖父母が死亡した場合で第3パレンテーノレに属する他の
者の相続が変化することを指摘している。
しかし彼は， rこのような形式的理由はそれほど決定的ではないj とい
う。彼によれば決定的なのは，実際上の理由さらには可能なかぎり家族財産
を維持するという利益のためという理由である。したがって，彼は再び用益
権を主張する，すなわち，生存配偶者に遺産の半分ないしは全部の用益権を
与えるというのが，生存艶偶者の権利と家族財産の維持との妥協として正当
なものであると考える， と。しかし，彼の提案は用益権を与えるという形で
の提薬ではない。その理由は，彼によれば，このような用益権には困難な問
題がある。そのため，政府案により近い形で提案合したのである，と説明さ
れる14)。
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この提案に対し強力に皮対する議論を展開したのはベノレナ-Boerner政
府委員である 15)。彼はいう， フライヘノレ・フォン・シュテュムー ハノレベノレク議
員の提案は正当ではない。というのも，生存配偶者の相続権の承認は，婚姻
により成立した互いの親密な関係に基づくものである。この関係の評価に法
定相続分の大きさが緊密に結びついている。被相続人と生存配偶者との関保
の強さは，それと競合する被棺続人の血族のそれを考慮した結果である。被
相続人の血属が速い者であればあるほど，生率配偶者の相続分ぞ増大させ
る。そのために草案1907条があるのである， と。ここでは，相続分の大き
さは，被棺続人とどれくらい近しい関係にあるのかが決定的だと主張してい
る。したがって，彼は続ける，決定的な質問は次のようなものである。すな
わち，伯父，伯母，従兄弟等ないしはその卑属と被相続人とが，配偶者ほど
近しい関係になるのか否かである。通常はそうではないであろう。例外的に
そのような場合には終意処分がある， と。結局は，配偶者の方が被相続人に
近しい関係にあることが決定的な根拠となっていると主張しているのであ
る。
さらにベノレナ一政府委員は，祖父母と被相続人の死亡の前後によって，他
の者の相続権が異なることになるというフライヘノレ・フォン・シュテュムーハ
ノレベノレク議員の議論について以下のように反論する。すなわち，提案者は，
担父母がいる場合には祖父母が遺産の半分を相続し，その財産はいずれその
卑属が相続することになるのに対し，祖父母が被相続人よりも先に死亡して
いた場合には，祖父母の卑属には遺産がいかないのはなぜか，しさらに，
被相続人が友人を相続人としたような場合に，友人が被相続人の後に死亡す
れば，被相続人の遺産は友人の卑属に受け継がれていくのに対して，友人が
被相続人よりも先に死亡した場合には，友人の卑属には遺産がいかないこと
になっている。このような事実上の時間の効果，あるいはご希望であれば偶
然，は相続において非常に重要な役割を演ずる。しかし，この事実上の時間
の効果は単なる事実である。我々にはどうすることもできないのである 16)，
L 結局のところ，このような偶然による椙続の変化について，法はどうし
412 
ドイツ民法典 (BGB)における法定相続分および遺留分規定の成立過程 (4・完)
ょうもないのだ， というのである。
これに加えてクニーvonCuny議員も提案に反論している。その反論自体
は特にここで検討するほどのものではなし ドイツにおける当時の現行法の
多数に基づくとするものである。しかし，この議員は，注目される以下のよ
うな発言を残している，すなわち， i私がわからないのは，この法典に導入
されている規定がすべての場合に目的適合的か， ということである。被栢続
人の子が生存しているような場合，あるいは被相続人の兄弟姉妹が遺された
ような場合には，生存配偶者に一定の都合の遺産ぞ与える代わりに，近時の
フランス法がそうしたように，一定の遺産について法定用益権を与える方が
好ましいと個人的には考えているJ17)と。実は， この議員も生存配偶者に用
益権営与えることが望ましい場合があると考えていることが明確に述べられ
ているのである。にもかかわらず，草案に賛成するというのは，あまり理解
できないのであるが，少なくともここでいえることは，少なからざる論者
が， この時点においても，生存配偶者に用益権を与えることが望ましいと考
えていた， ということである。しかし，それを規定するのは欠点も多く，仕
方なくあきらめているのである。このような，見解は，後の議論にも登場す
ることになろう。ただし，それは，別の検討に譲ら2ずるを得ない。
結局のところ，議会においてこの提案は多数により否決され18)，草案通
りに規定されることとなった。
なお，遺留分についても特に議論はなかった。
以上のような議論を経て， ドイツ民法典 (BGB)は， 1896年 7丹1日に第
3読会を経て， 222対48棄権 18で可決され成立し， 1900年 1月1日から施
行された19)。
6 小結
以上第3草案から帝国議会における議決までの議論を検討してきたが，結
局のところ，配偶者相続権に関する議論は，それを認めるかどうかが議論さ
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れたのではなし議論の焦点はそれをどのような形で規定するのが妥当かと
いう点にあったといえよう。そこでは，生存配偶者に具体的相続分を与える
のかあるいは，相続分の代わりに原則として生涯継続する用益権を与えるの
か， という開題が最後の最後まで議論され，少なからざる論者が用益権の構
成に未練を残しつつも，その欠点を克践することができず，結局は生存配偶
者に具体的な相続分を与え，ただし被相続人のことともに相続する場合をそ
の相続分を少なくすることで，妥協したのであるということになろう。つま
りは，本音営いえば，生存配偶者に用益権のみを与えることができればそれ
に越したことはない， という論者が実は少なくなかった， ということであ
る。もちろんそれが多数派であったということを断言することはできない
が，ごく少数であったともいえなさそうである。そこで，考えられていたの
は，家族財産の維持，言葉を換えていえば，被相続人の慰産が他人の家旗に
いくことをできるだけ担止し，被相続人の慰麗が(広い意味での)家族内に
とどまること，である。このような，考慮と生存配偶者の生活維持について
考慮との妥協点、が， BGBに規定された配偶者相続権樹度なのであるという
ことになろうか。
j主
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第8章結びにかえて
ここで，これまで検討してきた相続分および遺留分に慢する BGBの起草
過程からさしあたりいいうることをまとめておきたい。
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1 相続における法定相続の意義
法定相続と遺言相続との関係については，法定相続を原則としi宣言はそれ
の修正要素としてとらえるという理解が主張されていたことは注目に値しよ
う。しかも， BGBの立法においてこのような理解が特に排斥されたわけで
はない。むしろ，第1草案が遺言相続を先に規定して，遺言の自由を?優先す
る立場をある程度明確にしていたにもかかわらず，それが第2草案以降にお
いては法定相続を先に規定することによって，不明瞭なものとしてしまった
点を考慮すれば， BGBは遺書の自由を鐙先するという立場を弱体化させ，
法定相続が原則であるのか，あるいは遺言相続が寵先されるのかという問題
については結論を出すことなし両方の立場のどちらもが主張可能な状態で
立法したと理解するのが素直であるように思われる。その意味で，この問題
は結局決着をみないまま，ある意味では決着そ故意にっけないままで立法が
なされたといえよう。 f立法は妥協である」という言葉は有名であるが，ま
さにこの点に関してはその言葉がぴったり当てはまるように思われる。ただ
い立法担当者は明確に遺言相続の優先を考えていた点もここで指摘してお
かなければならない。
2 配偶者桔続権の根拠と意義
配偶者相続権の開題について，ここでまずはじめに指摘しておくべきは，
配偶者相続権の問題が夫婦財産の清算という契機を含むものとはもともと考
えられていないようである， という点、である。配偶者相続権の議論において
は，夫婦財産の清算の結果として配偶者相続擦があるという発想は，ほとん
どみられず凡夫婦財産の清算という発想以外の理由により，配偶者相続権
を認めるべきか否か，そして認めるとすればその相続権と血族の相続権の関
係はいかなる関係になるものと考えるべきか， という点、が争われてきたと
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いっても過言ではなかろう。以前に検討したようにのドイツ民法学において
婚姻の解消時に夫婦財産の清算がありうるという考え方は， BGBの施行後
に特例で初めて登場することになるといってよい。本稿で検討している，
BGBの起草時においては，そのような発想、がまったくといってよいほどみ
られないのはある意味で当然ともいえるかもしれない。かしろ重要であるの
は，そのような夫婦財産の清算という発想、がない中で，配偶者相続権を認め
るのが当然というコンセンサスがあるのはなぜかという点、であろう(いちい
ち指摘しなかったが，配偶者格統擦を認めるべきでないという立場は，本稿の検討の範囲
内ではどこにもみられない)。なぜ配偶者相続権が BGBにおいて認められたの
かという問題を考える上で，この状況は非常に重要であろうと思われる。
では，どのような契機から配偶者相続権が認められることになったのであ
ろうか。本稿で何度か示唆してきたようにここでは生存配偶者の生活の維持
という観点が重要である。もちろん，用益権の議論をみればわかるように，
配偶者lこ一定の相続分を与えるというちGBの立場は，婚姻中の生活を維持
するというものでは決してない。しかしながら，一方配偶者が死亡した場合
には，残された配偶者の生活維持のために被相続人の遺産がある韓度は使用
されるべきであると考えられた点については疑いのないところであろう。し
かも，この点は親族問の扶養義務とは異なる点も見逃せない。つまり生率配
偶者が生活に国窮し日本法でいういわゆる要扶養状態にあるかどうかについ
ての吟味はまったくされていない点にその特徴を有することになろう。つま
り，通常の扶養義務とは異なり，自己偶者相続権については要扶養状態にある
か否かを問うことなし生存配偶者の生活の保護が開題とされた結果，それ
が認められたという点である3)。言葉をかえていえば，生存配偶者が困窮し
ているかどうかにかかわらず，遺産のある部分は必ず配偶者の所有に帰する
結果となり，おそらくはその財産によって生存配偶者の相手方配偶者死亡後
における生活の支えになることが期待されているのであろう。
さらに，この点、に関しては，用益権導入の議論とその排斥という結果が重
要であると考えられる。用益権の導入の論拠は大まかにいって 2つあり，ま
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ずはじめにプランクの主張した，生存艶偶者の生活維持という側面がある。
この考え方においては，生存配偶者の生活に可能な限り変化を来さないため
には，生存配偶者の財産状況(正確にはその使用状況)をなるべく変化させな
いことが，重要となる。しかし，血族相続人に一切相続させないということ
はできないのであって，その両者の対立をいかに解決するかが問題となる。
その結果採用されたのが，生存配偶者のその生存中はすべての遺産につき用
益権を与えることで，その財産の利用ぞ確保し，一方でその処分権を制限す
ることで生存配偶者の死後には血族相続人に完全なる所有権が移るという構
成である。
ただしこの構成には加の側面が存することも忘れるわけにはいかないであ
ろう。すなわち，ギーノレケその他の論者によって強調された。家挟財産の維
持という側面である。これは，家族財産は被相続人から被相続人の卑属に可
能な眠りその一体性を保ったまま承継されるべきであるという立場である。
この側面から考えてみると，配偶者相続権というのは，この立場にはそぐわ
ないものとなる。しかしながら，配偶者相続権を完全には否定しない(その
根拠は婚婚の本質ということになろうか)とすれば，生存配偶者には用益権を認
めるが，血族棺続人のような相続分は認めないという構成が妥当であるとい
うことになろう。
先にみたようにこの議論は BGBの成立の直前まで主張され続けていたの
であるが，結局はその議論は一度も多くの賛成を得ることはなかった。なぜ
それが排斥されたのかについて，明確な根拠が示されたといえるかどうかは
疑問であるが(議論の中で示された反論は基本的に技術約な問題であって，それが決定
的な反論となっているかは疑わしい)， ともあれこの結果をみる限仇プランクの
強調した議論とギーjレケその偽の論者とが強調した論拠は，それほど多数の
賛成を得られなかったということは確実である。このことからいかなること
がいえるのか。この点は，遺産の一部が家族外に流出する危険があろうと
も，あるいはむしろ流出が現実に起ころうとも，一定の相続分を配偶者に与
えるべきであるし， また，生存配偶者の生活維持は重要であるが，相手方配
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偶者死亡後も変わりなく生活ができるというほどに維持させる必要はないと
考えていたと理解するのが素麗ではなかろうか。仮にそのように理解できる
とするならば，前者の議論は，遺産が家族内にとどまるべきであるという
「家族財産Jの維持という要請を?完全には支持しないという選択をしたとい
う意味で重要であろう。この問題はとりわけ当時のフランス民法典における
選択と好対照であろう 4)。このような考え方の根拠は，これまた婚姻の本質
とでのいうべきものでしか説明されておらず，その本質は，たとえ短時間の
婚姻であったとしても，婚姻している以上は生存自己偶者に一定の相続分を必
ず認めるという結果舎もたらしている。つまり短期間の婚姻でも，長年継続
した婚姻においてもその割合は伺ーなのである。もちろんこれはそのような
婚姻における個々の事情ぞ考慮し始めると，複雑な規定を置かざるを得ない
という問題に直面することは当然考えられていたのであろうが，むしろ法定
相続においてはそのような個々の事情は考慮せず，その必要があると被相続
人が考えるのであれば，遺言により妥当な相続を考えてもらうということが
考慮されていたように考えられよう。このような選択をした BGBに対して
学説はどのように反応したかという問題は非常に興味深い開題であるがこの
問題の検討は次の検討課題とすることにしたい。
さらには，そのように用益権は排斥したとはいえ，上述のように，生率配
偶者の生活維持の側面がまったく無視されていると理解するのもおそらく不
正確であり，そのような側面があればこそ配偶者相続権が異論なく BGBに
導入されたと理解すべきであろうと思われる。つまりここではそれぞどのよ
うな程度にするべきかが争われていたのだ， と理解すべきであろう5)。
3 生容記偶者とイ告の棺続人との関係
以上の検討からも明らかなように，生存配偶者の相続分の問題を考える捺
には，家族財産の維持と生存配偶者の生活保護とのパランスをどのように取
るのかが大きな問題となっていた。この問題がもっとも先鋭化するのが，生
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存配偶者の相続分と他の血族相続人との関係をいかに規律するのか， という
問題であったといってよい。非常に大まかなことをいえば，生容配偶者は被
相続人の卑属よりは劣後し，それ以外の血族相続人に対しては優位に立つと
いうのが， BGB立法時における議論の大勢であったように思われる。この
ようなパランスの取り方は，結局は現在にいたるまで相続法内部では変更さ
れていない。戦後のいわゆる男女問権法によって，法定夫婦財産制の変更の
際に夫婦財産制の改革の一環としてこのパランスに大きな変更が加えられる
ことになる。さらには，その後に大きな法改正の動きも登場することになる
が， この点、の検討は後臼改めて行うことにしたい。
4 遺留分と法定相続分との関係
遺留分の問題に移ろう。ここでは，遺留分が法定相続分の半分となった
が，これについてはそれほど確定的な根拠があったわけではない点が重要で
あろう。結局は，遺首の自由と法定相続を原則とすべきだとする考え方の衝
突の結果だというよりほかにないが，ある意味で適当なところで前者の妥協
をはかったとしかいいようのない結果だともいえよう。
ただし， ここで忘れてならないことは，遺留分の問題が法定相続分の問題
を連動して考えられていることである。この結果， BGBの立法過程におい
ては正面から遺留分の問題が議論されない結果となったわけであるが，むし
ろこの点は法定相続分の問題における議論がほぼそのまま遺留分の議論に当
てはまることを意味していると理解するのが妥当であると思われる。つま
り，法定栢続の問題として浮上した家族財産の維持と生存配偶者の生活維持
との衝突がここでもそっくりそのまま維持されているということである。も
ちろん，遺留分は法定相続分の半分であり，さらには遺留分権者と法定相続
権者の範囲は輿なっているが，それは，上述のように遺書の自由との関係か
らそのようになったのであって，遺留分権者相互関の関係，例えば生存配偶
者と卑属との関係は，法定相続においても遺留分においてもその相対的関係
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は維持されているのである。
5 法定相続分と遺留分の根拠
さらに遺留分の議論で注毘すべきは，部分草案の段階から一貫して金銭請
求権として構成されている点である。配偶者相続権における用益権の主張問
様に，家族財産の観点から金銭請求権ではなく，一定の相続分とする主張が
登場していたが，結局のところ，それは否定され続ける結果となった。
この点は，配偶者招続権の議論とあわせて考えれば， BGBにおける栢続
法成立の擦に，家族財産の主張が最後までで強力にされたにもかかわらず，
その主張は結局貫徹されることはなかったのである。この意味で，フランス
民法典における議論とは一線を画しているように思われよう。この観点か
ら，宮本員法典の規定を検討することは，興味深い開題で、あろう。今後の課
題としたい。
j主
1) 本稿の検討によれば， この発想、がみられたのは第 12委員会におけるベノレナ一政
府委員の議論においてのみである(第 7業4(2)参照)。
2) 地稿「配偶者の協力義務と夫婦財産の清算(ー)J法学 58巻 6号 1075支(1995
年)参照。
3) ここで推泌を述べておけば， このようなドイツ法の考え方が，かつて通説となっ
ていた中JI!養之助教授による扶養義務と扶助義務との区別伝想起させるように思わ
れる。中JI!教授は，スイス民法典の規定とドイツのコーラーによる学説に示唆をえ
たと述べているが(中JI!養之助「扶養義務のこつの原型についてJ~家族法研究の
諸問題~ (動車書房， 1969年)234貰，初出は学習院大学法学部研究年報 1(1963 
年))，これらの立法および学説の背景にある考え方が BGBの立法にも影響を与え
ているように足、われるのである。この点は単なる憶測に過ぎない可能性もあり，慎
重に吟味そしないかぎり確定的な結論を出すことができないが，自分自身の今後の
課題としてここにひとぎ述べておきたい。
4) この点に関するフランス民法奥の制度と BGBの制度との比較は興味深い問題で
あろうと思われるが，今回はこれ以上検討することはできなかった。今後の課題と
したい。さらには，このような観点から，日本民法典の成立時にはどのように考え
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られたのか，あるいは日本相続法学はどのように考えてきたのか，を検討すること
は非常に重要な課題であるが， この点についても今回は検討することができなかっ
た。これも今後の課題としたい。
5) まさにこの点が後にドイツで論争されることになる。残念ながら，この点の検討
は後の機会に談らぎるをえない。
第5編相続法
第1章相続の効果
1898条
付1 第 3草案試訳(一部のみ)
ある者の死により(相続事件)その財産(遺産)は，全体として 1人あるいは
複数の者に所有権が移転する。
共同相続人の持分(相続分)については，遺産に関する規定を適用する。
1899条
相続の時点において全容していた者のみが相続人となる。
相続の時点においていまだ生存していないが，始児であった者は，相続の以前
に生まれたものとみなす。
1900条
第 l順位の法定相続人となるのは被相続人の卑属である。
相続開始の時点で生存している卑腐は，その者を通じて被相続人と血族関係に
ある者を排除する。
相続開始の時点ですでに死亡している卑属の地伎には，そのすでに死亡した卑
属を通じて被相続人と血族関係にある者がつく(代襲椙続)。
被相続人の複数の子は，同じ割合で相続する。
1901条
第2順位の法定相続人となるのは，被相続人の両親ならびにその卑属である。
相続開始の時点において両親が生存している場合には，その両親のみが相続人
となり，その割合は同一である。
相続開始の時点において父または母が生存していないときは，その死亡した者
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の地位に，その者の卑属が第 l順位の規定lこ従ってつく。卑属がいないときは，
生存している者のみが相続人となる。
1902条
第3順位の法定相続人となるのは，被相続人の祖父母ならびにその卑属であ
る。
相続関始の時点において祖父母が生存している場合には，その祖父母のみが相
続人となり，その都合は岡ーである。
相続開始の時点において父方あるいは母方の祖父母がともに生存していないと
きは，それぞれの卑属がその地位につく。卑属がいないときは，死亡した者の持
分は他方の血統の祖父母iこいき， もしその者が生存していないときは，その卑属
にいく。
相続開始の時点において父方あるいは母方の極父母がともに生存しておらず，
かっその卑属もいないときは，他方の血統の祖父母あるいはその卑属のみが相続
人となる。
卑属がその隠親あるいは尊属の地位につくときは，第 1順位の相続についての
規定を適用する。
1903条
第 1，第 2又は第 3I1頃位において異なる数系統に属する者は，それぞれの系統に
おいて自己に帰属する持分を取得する。それぞれの持分は，別個の相続分とみな
す。
1904条
第4順位の法定相続人となるのは，被棺続人の曾祖父母ならびにその卑属であ
る。
相続開始の持点において曾祖父母が生存しているときは，その者のみが相続人
となる;複数の者が相続人となるときは，間ーの系統に属するか否かを問わず，
均等に相続する。
相続開始の時点において曾祖父母が金事していないときは，その直系卑属のう
ち被相続人と親等の最も近い者が相続する;同一親等の者が数人あるときは，均
等に相続する。
1905条
第5順位及びこれより遠い順位の法定相続人は，被相続人の高祖父母以上の夜
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系尊属である。その直系卑属のうち被相続人と親等の最も近い者が相続する，雨
一親等の者が数人あるときは，均等に相続する。
1906条
先順位の血族が存するかぎり，後順位の血族は相続人とならない。
1907条
被相続人の生存配偶者は，第 1順位の血族がいるときは，相続財産の 4分の 1，
第2順位の血族または祖父母がいるときは 2分の 1~，法定相続人として相続す
る。祖父母の直系卑属が祖父母とともにいるときは，配偶者は，他の 2分の 1の
うち，第1902条によればその直系卑属に帰属すべきであった持分をも相続する。
第 l順位又は第2順位の血族も祖父母も存在しないときは，生存配偶者は，す
べての相続財産を取得する。
1908条
生存配偶者が第2順位の血族あるいは祖父母とともに法定相続人となる場合に
は，雨配偶者が通常使用してきた家事動産七不動産の従物である物そ例外とし
て，ないし婚礼の際の贈り物を先取分として取得する。先取分については遺贈の
規定を準用する。
第5輩遺留分
2276条
被相続人の卑属が死因処分lこより相続から排除されたときには，相続人に対し
遺留分を請求することができる。遺留分は法定相続分の価値の半分である。
死間処分により相続から排除されたときには，同様の権利が被相続人のF母親お
よび配偶者にも認められる。
付 2 1896年ドイツ民法典 (BGB)条文試訳(一部のみ)1) 
1922条
ある者の死により(相続事件)その財産(遺産)は，全体として l人あるいは
複数の者(相続人)に所有権が移転する。
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共同相続人の持分(相続分)については，遺産に関する規定営適用する。
1923条
格統の持点において生存していた者のみが相続人となる。
相続の時点においていまだ生容していないが，胎児であった者は，相続の以前
に生まれたものとみなす。
1924条
第 l順位の法定相続人となるのは被相続人の卑属で、ある。
相続開始の時点で生存している卑属は，その者を通じて被相続人と血族関係に
ある者を排除する。
相続開始の時点ですでに死亡している卑属の地位lこは，そのすでに死亡した卑
属を通じて被相続人と血族関係にある者がつく (代袈相続)。
子は，均分に相続する。
1925条
第2順位の法定相続人となるのは，被相続人の両親ならびにその卑属である。
相続開始の時点、において両親が生存している場合には，その両親のみが相続人
となり，その割合は向ーである。
棺続開始の時点、において父または母が生存していないときは，その死亡した者
の地位に，その者の卑属が第 1)1民位の規定に従ってつく。卑属がいないときは，
生存している者のみが相続人となる。
1926条
第3順位の法定相続人となるのは，被相続人の祖父母ならびにその卑属であ
る。
相続開始の時点において祖父母が生存している場合には，その視父母のみが相
続人となり，その割合は周ーである。
相続開始の時点において父方あるいは母方の祖父母がともに生存していないと
きは，それぞれの卑属がその地位につく。卑属がいないときは，死亡した者の持
分は他方の血統の祖父母にいき， もしその者が生存していないときは，その卑属
lこいく。
相続開始の時点において父方あるいは母方の祖父母がともに生存しておらず，
かっその卑属もいないときは，他方の血統の祖父母あるいはその卑腐のみが相続
人となる。
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卑属がその両親あるいは尊属の地位につくときは，第 1順位の相続についての
規定を適用する。
1927条
第 1，第2又は第3順位において異なる数系統に属する者は，それぞれの系統に
おいて自己に帰属する持分を取得する。それぞれの持分は，別個の相続分とみな
す。
1928条
第4順位の法定相続人となるのは，被相続人の曾祖父母ならびにその卑属であ
る。
相続開始の時点において曾根父母が生序しているときは，その者のみが相続人
となる;複数の者が相続人となるときは，同ーの系統に属するか否かを関わず，
均等に相続する。
相続開始の時点において曾祖父母が生存していないときは，その直系卑躍のう
ち被相続人と毅等の最も近い者が相続する，間一親等の者が数人あるときは，均
等に相続する。
1929条
第5順位およびこれより遠い順位の法定相続人は，被相続人の高祖父母以上の
直系尊潟およびびその霞系卑属である。
第 1928条第2項，第3項の規定を準用する。
1930条
後順位の血族は，先順位の血族が存在する限り，相続することはできない。
1931条
被相続人の生存配偶者は，第 1順位の血族とともに相続する場合には，棺続財
産の 4分の 1，第2順位の血族又は祖父母とともに相続するときは 2分の l全，法
定相続人として柏続する。祖父母の直系専属が祖父母とともに生存しているとき
は，配偶者は，他の 2分の 1のうち，第四26条によればその直系卑属に帰属すべ
きであった持分をも相続する。
第 1順位又は第2順位の血族も祖父母も存在しないときは，生存配偶者は，す
べての相続財産を取得する。
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1932条
生存配偶者が第2順位の血族あるいは祖父母とともに法定相続人となる場合に
は，生存配偶者は，相続分の他に，両配偶者が通常使用してきた家事動産を，不
動産の従物である物を例外として，ないし婚礼の擦の贈り物を先取分として取得
する。先取分については遺婚の規定を準用する。
2303条
被相続人の卑属が死因処分により相続から排除されたときには，相続人に対し
遺留分を請求することができる。遺留分は法定相続分の価値の半分である。
死題処分により相続から排除されたときには，同様の権利が被相続人の雨綴お
よび配偶者にも認められる。
注
1) なおこの試訳lこは，神戸大学外国法研究会編『独逸民法 V 相綴法~ (有斐閣，
1955年) 14 頁以下，および太田・佐藤編『注釈ドイツ相続法~ (三省堂， 1989年)
27頁以下を参考にした。
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